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Work 

調査手法：

デロイトは2019年末～2020年5月にかけて、第9回
となる「デロイト ミレニアル年次調査」を実施しました。
本調査は、ミレニアル・Z世代の考え方を理解する
目的で実施しており、それぞれの世代の社会観、仕
事観、就業観、人生観などについて調査しています。
今年の調査では、2019年末に43カ国のミレニアル
世代とZ世代1万8,400人（うち日本からの回答者
は800人）に対し実施した第一次調査と、2020
年初めにCOVID-19が世界的に流行した背景から
同年4～5月にかけて追加的に13カ国の9,100人
（うち日本からは800人）に対して実施した追加
調査の二度にわたり回答を得ています。
追加調査では、以下のトピックについて調査してい
ます：
 ミレニアル世代とZ世代はどのようにパンデミックに
対応しているのか

 パンデミックが自分自身、仕事／職場、企業や
行政に対する見方にどのような影響を及ぼして
いるのか

 パンデミックがもたらす可能性のある長期的な
影響

グローバルの主な調査結果：

グローバル調査結果の要約
2020年デロイト ミレニアル年次調査

メンタルヘルス：パンデミック前には、回答者の半分近くが「いつも」または「ほとんど」ストレスや不安を感じていると回答した。一方で、
パンデミックのピーク時における追加調査では、不安度水準は両世代8ポイント低下し、パンデミックにより引き起こされたディスラプション
がプラスに働く可能性を示している。

経済面：回答者の多くが経済的には堅実で知識を有しているものの、回答者の7割以上は短期的または長期的な自身の経済状況に
ついて頻繁に懸念している。

環境面：パンデミック前には、回答者の半数が気候変動によって引き起こされた損害を修復するには手遅れであると考えていた。しかし、
この数値は追加調査では低下した。COVID-19対応が環境に及ぼした影響を受けて、行動を起こすための時間的な余裕があるという希
望が生まれたことを示している。

社会に対する責任感：回答者の7割以上が、パンデミックによって他人のニーズに対する思いやりが増し、今後、自身のコミュニティに対し
てポジティブな影響を生み出す行動を取るとしている。

仕事観と企業へのロイヤリティ：パンデミック前には、ミレニアル世代では「2年以内に離職したい」と回答した人より「最低でも5年は同じ
雇用主にとどまりたい」と回答した人が多く、雇用者がミレニアル世代のニーズにより良く対応していることを示唆していた。パンデミックによ
る失職の結果、企業に対するロイヤリティがどのように影響を受けるかは現時点ではまだ分からない。

企業や行政に対する評価：回答者の大半が、企業や政府のパンデミック対応に高い評価を下している。しかし、危機への対応によってこ
のような諸機関またはその指導者に対する見方の改善にはつながっていない。
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主要事項
2020年デロイト ミレニアル年次調査

本資料は、ミレニアル年次調査における日本の回答について、第一次調査とパンデミック拡大後の追加調査の比較、および、追加調査の日本の回答をグローバルの回答結果と比較を示したものである。合計1,600人の日
本人が調査に回答し、うち、コロナ以前は800人（ミレニアル世代500人、Z世代300人）、コロナ拡大以降が800人（ミレニアル世代500人、Z世代300人）である。

本資料全体を通して、次の用語と定義を使用する：

第一次調査： パンデミック前の当初調査で、2019年末に43カ国にわたっ
て若者の考え方を測定したもの。

追加調査：当初43カ国の中から13カ国において実施した二次的な調査。パ
ンデミック拡大後の考え方を理解するために2020年4～5月に実施された。

世界 1 3 カ 国 ： 2020年の追加調査に参加した13カ国。世界 4 3 カ 国 ： 2019年の当初調査に参加した43カ国全体のサンプル。

濃 い グ リ ー ン ：第一次調査に参加した日本のミレニアル世代（1983年から
1994年生まれ）。

薄 い グ リ ー ン ：追加調査に参加した世界13カ国のミレニアル世代（1983年
から1994年生まれ）。

濃 い ブ ル ー ：第一次調査に参加した日本のZ世代（1995年から2003年生
まれ）。

薄 い ブ ル ー ：追加調査に参加した世界13カ国のZ世代（1995年から2003
年生まれ）。
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日本ではミレニアル世代1,000人（第一次調査500人、追加調査500人）に対する調査が実施された
サンプルプロフィール（加重平均）

75%25%

50%50%

子供の有無

性別

男性 女性

有り

71%29%

無し

フルタイムまたはパートタイム（週30時間
以下）勤務
派遣／フリーランス

学生

無職／無報酬の仕事81%

4%
4%

11%

50%50%

10%

23%

7%60%

10%

25%

9%57%

83%

2%

4%
11%

学歴

雇用状況

第一次調査 追加調査 第一次調査 追加調査

第一次調査 追加調査 第一次調査 追加調査

無し

有り

高卒

職業資格訓練中／資格取得済み

大学在学中

大卒
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10%
11%

14%
50%

16%

47%

3%
40%

10%
フルタイムまたはパートタイム（週30時間
以下）勤務
派遣／フリーランス

学生

無職／無報酬の仕事

46%

4%
40%

10%

94%

6%

50%50%50%50%

日本ではZ世代600人（第一次調査300人、追加調査300人）に対する調査が実施された
サンプルプロフィール（加重平均）

子供の有無

性別

男性 女性

有り

無し

学歴

雇用状況

8%
12%

15%
47%

19%

第一次調査 追加調査 第一次調査 追加調査

第一次調査 追加調査 第一次調査 追加調査

95%

5%
有り

無し

高校在学中

高卒

職業資格訓練中／資格取得済み

大学在学中

大卒

女性 男性
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「いつもストレスを感じる」と答えた日本のミレニアル世代とZ世代が、
ストレスの原因として挙げた理由の割合

ストレスや不安を感じる頻度を「いつも」または「ほとんど」と答えた
日本のミレニアル世代とZ世代の割合

質問：どれぐらいの頻度でストレスや不安を感じたりしますか？

主なポイント
• 世界13カ国と日本の両方において、ストレスや不安を感じる頻度を「いつも」と答えたミレニアル世代とZ世代は、第一次調査よりも追加調査のほうが低かった。
• ストレスの原因上位5つについて、日本の追加調査を第一次調査と比較すると、総合的に回答割合が若干減少している。ストレスが増加したのはミレニアル世代の間の「今後の長期的な経済状況」と
「仕事やキャリアの見通し」についてのみであった。

ミレニアル世代 Z世代

質問：ストレスや不安の原因として、次の項目はどの程度影響していますか？

メンタルヘルス

ミレニアル世代 Z世代

22%

26%

30%

16%

32%

35%

32%

25%

28%

28%

身体的／医学的健康

直近の家計

仕事とキャリアの展望

家族の幸福

長期的な家計

第一次調査
追加調査

44%
50%

55%

42%
48%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

48% 51%
46%44% 42%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

19%

21%

26%

11%

26%

24%

23%

28%

23%

21%

第一次調査
追加調査
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心配やストレスが原因で
過去12カ月間／1月以来、
仕事を休んだことがある

日本

世界43カ国

ストレスが仕事を休む正当な理由になると回答した
日本のミレニアル世代とZ世代*

ミレニアル世代

52%

61%

34%

17%

14%

23%

はい いいえ 分からない／回答したくない

Z世代

質問：過去12カ月間／1月以来、ストレスや不安が原因で仕事を休んだ（病欠や休暇など）ことはありますか？（ストレスや不安が原因で仕事を休
むことを雇用主に当時伝えたかは無関係）質問：ストレスや不安が原因で仕事を休んだ際、雇用主にはそれが理由であることを伝えましたか？ もしく
は、他の理由のためであると伝えましたか？ * うち、フルタイム、パートタイム、派遣、無報酬で就業中の回答者対象

質問：心配やストレスが仕事を休む（病欠や休暇など）正当な理由になると考えてい
ますか？ *うち、フルタイム、パートタイム、派遣、無報酬で就業中の回答者対象

日本のミレニアル世代とZ世代*で次に当てはまる割合

ストレスが理由で仕事を休んだ人の
中で、心配やストレスが仕事を休む
理由であると雇用主に伝えた人の
割合

メンタルヘルス

50%

58%

39%

25%

12%

18%

はい いいえ 分からない／回答したくない

主なポイント
• 日本のミレニアル世代の60%近く、Z世代の61%が、「ストレスは仕事を休む正当な理由である」と回答しており、グローバル回答者の割合よりも高い。
• 一方で、実際に「ストレスが原因で仕事を休んだことがある」と回答した日本のミレニアル・Z世代は、第一次調査では約25%止まり、追加調査ではさらに減少した。このうち、「仕事を休んだ理由について、
ストレスであることを雇用主に伝えた」と回答したミレニアル世代は、2019年12月時点で40%、2020年5月には45%となった。

（第一次調査の結果）

日本

世界43カ国

29% 30% 24%23%
13%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

34% 35%
25%28%

18%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

44% 50%
40%43% 45%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

38% 40% 42%42% 42%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査
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質問：今後12カ月で、個人的な経済状況はどのように変化すると思いますか？
質問：次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？ 自身の経済状況全般について頻繁にストレスや不
安を感じる *非常に同意するまたはやや同意する

経済状況全般について頻繁にストレスや不安を感じる*
日本のミレニアル世代とZ世代の割合 今後12カ月間で自身の経済状況が改善すると考える

日本のミレニアル世代とZ世代の割合

経済面

主なポイント
• 第一次調査において「経済状況全般について頻繁にストレスや不安を感じる」と回答した日本のミレニアル・Z世代は57%と、グローバル回答者と比較すると低いが、依然も半数以上という結果になった。
• 自身の経済状況について、「今後12カ月間で改善する」と回答した日本のミレニアル・Z世代の割合は、第一次調査から追加調査にかけて減少しグローバルと比較しても約半数となった。

（第一次調査の結果）

67% 64%

57% 52%

世界43カ国

ミレニアル世代 Z世代 ミレニアル世代 Z世代

42% 39%

20%

30%

14%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

45% 44%

24%

35%

13%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査
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想定外の高額の請求や大きな出費があると経済的に立ち行かなくなる

次の記述に同意する日本のミレニアル世代とZ世代の割合

質問：次の記述が当てはまるか当てはまらないか、お答えください。想定外の高額の請求や大きな出費があって
も経済的に耐えられる

質問：次の記述が当てはまるか当てはまらないか、お答えください。過去6カ月の間に、支払えなかった、または支払
えていない請求書／定額の支払いがある

経済面

ミレニアル世代 Z世代 ミレニアル世代 Z世代

過去6カ月の間に、支払えなかった、
または支払えていない請求書／定額の支払いがある

主なポイント
• 追加調査対象国において、「想定外の支出があると経済的に立ち行かなくなる」と回答したミレニアル・Z世代は、第一次調査と追加調査でほぼ変化がなかった。一方で、日本のミレニアル世代は追加
調査でこの回答に対する同意が増加し、Z世代では減少した。

• 追加調査において「過去6カ月間で支払えなかった請求書／定額の支払いがある」と回答した日本人は、ミレニアル世代で17%、Z世代で13%と、グローバルと比較して低く、対象国のうち最小であった。

31% 32%

23%

31%
27%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

37% 38%
43%

38% 35%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

29% 31%

16%

26%

17%

世界43個悪 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

29% 31%

21%23%

13%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査
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次の事項を懸念している日本のミレニアル世代とZ世代の割合

質問：次の3つの問題の中で最も懸念しているのはどれですか？ *世界13カ国、日本の上位3つは第一次調査に基づく

気候変動／環境保護

犯罪／個人の安全

失業

世界43カ国

ミレニアル世代 - 上位3つ*

21%

22%

28%

Z世代 - 上位3つ*

社会課題に対する意識

気候変動／環境保護

失業

医療・疾病予防

世界13カ国

30%

27%

29%

20%

20%

28% 高齢化／高齢者の介護

経済格差

気候変動／環境保護

日本

気候変動／環境保護

失業

セクシャルハラスメント

世界43カ国

19%

22%

30% 気候変動／環境保護

失業

セクシャルハラスメント

世界13カ国

18%

23%

28%

20%

21%

31% 高齢化／高齢者の介護

気候変動／環境保護

経済格差

日本

追加調査
第一次調査

追加調査
第一次調査

主なポイント
• 第一次調査の2019年末時点では、日本のミレニアル・Z世代にとって「高齢化」が最も大きな懸念事項であった。
• 一方、追加調査の2020年5月時点では、ミレニアル・Z世代ともに「所得の不均衡」が最も大きな懸念事項であり、その次に「気候変動」「高齢化」が続いた。

18%

31%

14%

20%

27%

31%

23%

14%

10%

18%

21%

26%
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環境に関して、取返しが付かない状況であり、損害を修復するには手遅れであるという
ことに強く同意する／やや同意するとした日本のミレニアル世代とZ世代の割合

質問：環境に関して、次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？ すでに取り返しがつかない状況であり、損害を修復するには手遅れである
質問：健全な地球を守り維持していくという取り組みに効果あるかどうかについて、あなたは全般的に楽観的ですか、悲観的ですか？

環境面

健全な地球の保護／維持に関する取り組みに対して楽観的な姿勢を示した
日本のミレニアル世代とZ世代の割合

ミレニアル世代 Z世代 ミレニアル世代 Z世代

主なポイント
• サステナビリティをはじめとした地球の環境保護に向けた取り組みについて、追加調査では、日本のミレニアル・Z世代はグローバルの中で最も悲観的であった。

51% 54%

44%46% 47%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

49% 52%
45%46%

42%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

40% 42%

27%

40%

20%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

40% 42%
36%

43%

27%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査
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世界13カ国 世界13カ国 世界13カ国

次の記述に強く同意する／やや同意する日本のミレニアル世代とZ世代の割合

質問：環境に関して、次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？

ミレニアル世代 Z世代

64% 65%

56% 53%

COVID-19対応の結果生じた環境への影響を考えると、自
分自身が環境に及ぼす影響を制限しようと

行動を変化させたが、これを続けていくつもりである

長期的には、パンデミックの経済的な影響のために、
環境／気候変動の取り組みについて行政の優先度は下がる

長期的には、パンデミックの経済的な影響のために、
環境／気候変動の取り組みについて企業の優先度は下がる

ミレニアル世代 Z世代

50% 48%

ミレニアル世代 Z世代

65% 50%

61% 63% 76% 74%

環境面

主なポイント
• 追加調査において、「パンデミックの結果、企業や行政にとって気候変動の取り組みに対する優先度が下がる」と考える日本のミレニアル・Z世代は、他国と比較して少なかった。
• 日本のミレニアル世代の3人に2人、Z世代の2人に1人が、「自身が環境に及ぼす影響を制限するために、自分自身の行動を変える」と回答し、他国より低い数字となった。
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44% 46%47% 46%

世界13カ国 日本

礼儀正しさが低下

質問：他人を尊重し丁寧に接することを「礼儀」と定義するとした場合、社会全体として
お互いに対する礼儀正しさは向上していると考えますか、低下していると考えますか？

社会に対する責任感

お互いに対する礼儀正しさが概ね向上していると回答した
日本のミレニアル世代とZ世代の割合

43%
24%

41%
29%

世界13カ国 日本

ミレニアル世代

Z世代

次の記述に強く同意する／やや同意する日本のミレニアル世代とZ世代の割合

今回のパンデミックを通して自分は新しい問題に気付き、次の点についてより思いやりを持つようになった

パンデミックに対して・・・

質問：次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？

自身のコミュニティにおける
他人のニーズ

世界中の様々な人のニーズ

自身のコミュニティにポジティブ
な影響をもたらそうと即座に
行動を取った

自粛が解除されれば、自
身のコミュニティにポジティ
ブな影響をもたらすために
積極的な行動を取るつも
りだ

63% 52%

ミレニアル世代 Z世代

世界13カ国75% 73%

44% 40%

ミレニアル世代 Z世代

68% 56%

ミレニアル世代 Z世代

51% 44%

Z世代ミレニアル世代

世界13カ国71% 68%

世界13カ国76% 74%

世界13カ国74% 73%

主なポイント
• 「社会の礼儀正しさが向上してきた」と回答した日本のミレニアル世代は世界13カ国と比較して少ない結果となった。
• 追加調査において、日本のミレニアル・Z世代で社会に「ポジティブな影響をもたらそうと即座に行動を取った」または「行動を取るつもりである」とした回答者の割合は、追加調査対象国の中で最小であっ
た。なお、パンデミックによって「自身のコミュニティや世界に思いやりを持つようになった」と回答した日本の回答者は、Z世代では半数以上、ミレニアル世代は約7割いた。

追加調査
第一次調査

礼儀正しさが向上

追加調査
第一次調査

45%
34%

44% 37%

世界13カ国 日本

40% 32%
44% 36%

世界13カ国 日本

礼儀正しさが低下礼儀正しさが向上
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現在のCOVID-19のパンデミックの結果、雇用や収入の状況が変化した日本のミレニアル世代とZ世代の割合

仕事／キャリア―現在の雇用状況

質問：現在のCOVID-19のパンデミックの結果、雇用／収入の状況が変化したのであれば、どのように変化しましたか？ 当てはまるもの全てを選択してください。

ミレニアル世代 Z世代

4%

5%

10%

8%

7%

13%

15%

21%

34%

3%

3%

3%

4%

8%

14%

22%

28%

36%

日本
世界13カ国

私の雇用／収入の状況は影響を受けていない

自ら選択したわけではなく勤務時間が減少した

収入／賞与が減った、または減る可能性が高い

一時的に無給休暇となっている

個人的な事情のために、自ら選んで勤務時間が減少した

勤務時間が増えているが、給与は増えていない

仕事／主な収入源を失った

最近受けた就職の内定／昇進が保留になった、または取り消された

勤務時間が増えており、給与も増えている 4%

6%

14%

5%

7%

16%

11%

17%

38%

4%

2%

10%

4%

11%

17%

16%

27%

35%

日本
世界13カ国

主なポイント
• 日本のミレニアル・Z世代で、自ら選択したわけではなく「勤務時間が減少した」「収入が減った」と回答した割合は、世界13カ国よりも多かった。
• 一方で、「主な収入源を失った」と回答した人は世界13カ国よりも少なかった。
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49%

25%23%

33%

64%

10%

29%
35%

2年以内に離職 5年以上とどまる
ミレニアル 19年 ミレニアル 20年 Z世代 19年 Z世代 20年

現在の雇用主から離職する／現在の雇用主にとどまると考える
日本のミレニアル世代とZ世代*の割合

質問：現在の雇用主のCOVID-19対応について具体的に考えると、次の記述にどの程度同意しますか、または同意し
ませんか？ * うち、フルタイム、パートタイム、派遣社員として就業中の回答者対象 **例：柔軟な勤務時間、休暇
／病欠／休暇ポリシー、など

質問：選べるとしたら、離職して新たな組織に入る、または何か別のことをするまで、現在の雇用主にどの程度とどまりたいで
すか？

世界43カ国

2年以内に離職する 31% 50%

5年以上とどまる 35% 21%

仕事／キャリア―離職意向

（第一次調査の結果）
雇用主の対応によって、
長期的にこの会社にとどまりたいと考えるようになった

私や同僚を支えるために雇用主が取った行動に
満足している

全般的に、雇用主は社員を助けるために
利益を犠牲にしている

雇用主はパンデミック中に社員を支援するための
ポリシーを備えている**

雇用主はパンデミックの間、私の心の健康を支えるための
行動を取ってきた

次の記述に強く同意する／やや同意する日本のミレニアル世代とZ世代*の割合

世界13カ国

62%

60%

67%

65%

55%

55%

67%

64%

58%

60%

主なポイント
• 現在の雇用主から「2年以内に離職したい」と考えているミレニアル・Z世代は、前回調査時の2019年に比べてはるかに少なく、現在の雇用主に「5年以上とどまりたいと考える割合は2019年より多い。ま
た、日本のZ世代はグローバルのZ世代に比べると企業に対する勤続意向が高い。

• 一方で、企業のパンデミック対応を評価する日本のミレニアル・Z世代はいずれの項目でも5割前後となり、他の追加対象国のスコアよりも低い結果となった。

51%

48%

45%

44%

46%

46%

52%

46%

54%

55%
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質問：雇用主の拠点／オフィスでの勤務と比較して、在宅勤務／リモートワークに関する次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？ * うち、フルタイム、パートタイム、派遣社員として就業中の回答者対象

仕事／キャリア面―未来の職場

次の記述に強く同意する／やや同意する日本のミレニアル世代とZ世代*の割合

今後もリモートワークを選択できるとストレスの軽減につながる

リモートワークでより良いワークライフ・バランスを保つことができる

COVID-19によるディスラプションの後も、もっと頻繁にリモートで働く
選択肢があってほしい

今後もリモートで働く機会があれば、大都市以外に住みたいと考える

自身の雇用主は、社員がリモートでより効率的に働けるように、トレーニング、
教育、スキル開発を提供した

COVID-19でリモートワークするようになって以来、仕事において
「本当の自分」を発揮できるようになったと感じている 51%

49%

56%

64%

67%

69%

35%

35%

37%

45%

48%

55%

日本
世界13カ国

ミレニアル世代 Z世代

51%

53%

56%

60%

63%

64%

43%

37%

40%

38%

41%

49%

日本
世界13カ国

主なポイント
• 日本のミレニアル・Z世代はリモートワークに対して肯定的な意見を持つ傾向が低く、「リモートで働く選択肢があってほしい」と回答した割合は追加調査対象国のうち最も少なかった。さらに日本のZ世代は、
「リモートワークに関するトレーニングを提供された」「リモートワークがより良いワークライフ・バランスにつながる」「リモートワークがストレスの軽減につながる」という回答でも最低であった。
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総合的に見て、企業が自社事業を展開している領域より広い社会において、非常に／
おおよそポジティブな影響をもたらしていると回答した日本のミレニアル世代とZ世代の割合

質問：世界中の企業全般について考えると、自社事業を展開している領域より広い社会において、企業はどのような
影響をもたらしていると考えますか？

ミレニアル世代 Z世代

次の記述に強く同意する／やや同意する日本のミレニアル世代とZ世代の割合

全般的に、企業はパンデミック中に
自社の利益よりも人のことを優先してきた

質問：COVID-19感染拡大のパンデミックに対する企業の全般的な対応について考えると、次の記述にどの程
度同意しますか、同意しませんか？

57% 56% 62% 62%

全般的に、パンデミック期間中の企業の
対応は社会に対する偽りのない
コミットメントを示している

行政／企業に対する評価―企業

55% 47%

世界13カ国

ミレニアル世代 Z世代

49% 37%

ミレニアル世代 Z世代

世界13カ国

主なポイント
• 「企業が社会にポジティブな影響をもたらしている」と回答した日本のミレニアル・Z世代は第一次調査から追加調査にかけて減少した。この減少傾向は世界13カ国で共通している。
• パンデミック中の企業の対応について、「社会に対するコミットメントを示している」と回答した日本のZ世代は、追加調査対象国のうち最低であった。

51% 51%

34%
41%

30%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

52% 52%

38%
43%

31%

世界43カ国 世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査
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世界13カ国 世界13カ国 世界13カ国

次の記述に強く同意する／やや同意する日本のミレニアル世代とZ世代*の割合

質問：自分の国の政府について考えると、＜国＞政府のCOVID-19への対応について次の記述にどの程度同意しますか、同意しませんか？ *中国は質問対象外

ミレニアル世代 Z世代

行政／企業に対する評価―行政

53% 51%

24% 25%

自身の国の政府が取ったCOVID-19感染拡大防止の
制限／対策は行き過ぎであった

自身の国の政府はパンデミック中、
仕事を持つ人を支援するために適切な対応を取った

自身の国の政府によるパンデミック対応の
スピードには満足している

ミレニアル世代 Z世代

31% 31%

ミレニアル世代 Z世代

28% 24%

59% 56% 38% 36%

主なポイント
• パンデミックにおける政府の対応について、日本での対応スピードの満足度や労働者支援対策の評価は世界13カ国と比較しても大きく差があり、Z世代に関しては追加調査対象国のうち日本が最低で
あった。
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今後12カ月間で自分の国の経済および社会／政治状況が改善すると回答した日本のミレニアル世代とZ世代の割合

質問：あらゆることを考慮すると、 {#国}の全体的な経済の状況について今後12カ月で、改善・悪化・変化しないのうちどのように見通していますか？
質問：あらゆることを考慮すると、 {#国}の全体的な社会／政治の状況について今後12カ月で、改善・悪化・変化しないのうちどのように見通していますか？ *中国は質問対象外

30%

9%

26%

10%

世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

ミレニアル世代 Z世代

経済および政治の見通し

経済 社会／政治*

25%

8%

23%

9%

世界13カ国 日本

32%

13%

29%

12%

世界13カ国 日本

第一次調査 追加調査

経済 社会／政治*

25%

12%

23%

11%

世界13カ国 日本

主なポイント
• 追加調査において、「自身の国の政治／社会状況が改善する」と回答した日本のミレニアル世代は、スペインと同点で世界13カ国最低であった。
• 日本のZ世代においても、自身の経済および社会／政治状況について悲観的であった。



2020年 デロイト ミレニアル年次調査© 2020. For information, contact Deloitte Tohmatsu LLC. 20

17
ミレニアル世代

〝Mills Mood“インデックスは、調査結果から回答者の心情を測定し、今後の状況に対する楽観性／悲観性を測るものです。グローバル
と自身の居住地が今後改善するか、ミレニアル・Z世代の見解のスナップショットを示すものです。

0
ポジティブなことは
何もない

100
あらゆることが
素晴らしい

経済状況 社会／
政治状況

個人的な
経済状況

環境 企業が社会に
与える影響

50
半数は進歩があると

考えている

スコアは次の5つの質問の結果をベースとしており、それを集計して0から100の数
値を策定しています

20
ミレニアル世代

第一次調査

〝Mills Mood“インデックス

18
Z世代

24
Z世代

追加調査

日本

世界13カ国
32

35
世界13カ国
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母数に関する注記
2020年デロイト ミレニアル年次調査

本資料全体で言及されている回答者グループの母数については以下をご参照ください。

世界 4 3カ国
（ ミ レ ニ ア ル世代／ Z 世代）

世界 1 3カ国
（ ミ レ ニ ア ル世代／ Z 世代）

日本
（ ミ レ ニ ア ル世代／ Z 世代）

第一次
調査 第一次調査 追加

調査 第一次調査 追加
調査

全回答者 13,715/4,711 4,146/3,062 5,501/3,601 319/236 423/277

中国以外の全回答者 13,396/4,475 3,827/2,827 5,078/3,324 - -

フルタイムまたはパートタイムの仕事 11,059/2,136 3,397/1,409 - 258/109 -

フルタイム、パートタイム、派遣社員、
無報酬の仕事 11,787/2,411 3,549/1,560 4,720/1,842 272/121 360/138

フルタイム、パートタイム、派遣社員
の仕事 - - 4,683/1,801 - 360/138

日常的にストレスを感じる 12,415/4,112 3,760/2,685 5,070/3,199 280/195 390/229

ストレスが原因で仕事を休んだことが
ある 3,459/829 1,068/552 1,096/509 65/30 48/25

母数50以下についてご注意ください。
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